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論 文 

 

未熟児家庭訪問において保健師が児童虐待を 
察知する際に重要と考えるアセスメント項目の検討 

――保健師経験年数による比較―― 
 

An examination items that are considered important when detecting child abuse during home visits 

by municipal public health nurses for premature infants 

―― Comparison by years of experience as public health nurses ―― 

 

安藤 継子 1) 

 

1) 元静岡県立大学看護学部 

 

抄 録 未熟児は、児童虐待の要因の一つとされている。そのため未熟児家庭訪問において、虐待予防のための養育

者への支援の必要性を見極めることが重要である。支援の必要性を見極めるにはアセスメント力が重要であるが、そ

れは保健師経験年数により左右される可能性がある。本研究では未熟児家庭訪問に携わる保健師が児童虐待を察知す

る際に重要と考えるアセスメント項目の違いを明らかにすることを目的に保健師43人に質問紙調査を行い、保健師経

験５年以下の新任保健師（1群）と6年以上の保健師（2群）とを比較した。結果は“母親の抑うつ度”に有意差が示

された。結果より、2群は繰り返しの家庭訪問の経験からの観察、母親の変化の察知、状況を過去の経験との照合・比

較することにより、将来起こりうることを予測しアセスメントしているので、母親の抑うつについて重要と考えてい

たと推察された。 

キーワード：未熟児家庭訪問、アセスメント、児童虐待、抑うつ、保健師 

 

Abstract  One factor in child abuse arises from in the case of premature infants. In order to prevent abuse of premature 

infants, we believe that it is important to conduct an assessment to determine the need for support for caregivers to prevent 

abuse during home visits of premature infants conducted by municipal public health nurses. Therefore, we conducted a 

questionnaire survey of 43 public health nurses including 14 questions regarding items that are considered important when 

detecting child abuse during home visits for premature infants, including factors. The results were divided into two groups: 

public health nurses for 6 or more years of experience and public health nurses 5 years or less. The results showed that there 

was a significant difference in degree of maternal depression among the group who had been working as a public health nurse 

for six years or more compared to the less experienced group. This is likely because more experienced public health nurses 

have better systematic observation skills, extensive experience, the ability to reason about the relationships between various 

phenomena, and the ability to reconsider care actions based on repeated care experiences. We speculate that these skills and 

experience allowed the experienced public health nurses to detect cases of abuse more accurately. 

 

Keywords: home visits for premature infants, assessment, child abuse, depression, public health nurse 
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1. はじめに 

1.1 研究背景  

児童相談所において、児童虐待に関する相談対応件数

は、児童虐待防止法施行前の平成11（1999）年度は、

11,631件であったものが、令和 2（2020）年度は、

205,044件となり約17.6倍に増加している 1)。一方、年

間の出生数は、第１次ベビーブーム期（1947～49年）の

各年には約270万人、第2次ベビーブーム期（1971～74

年）の昭和48（1973）年には約 210万人であったが、昭

和 50（1975）年には200万人を割り込み、それ以降毎年

減少し続けた。昭和59（1984）年には150万人を割り込

み、平成3（1991）年以降は増加と減少を繰り返しなが

ら緩やかな減少傾向となり、令和2（2020）年の出生数

は 84万835人となった 2)。児童虐待に関する相談対応件

数は、出生数が右肩下がりに減少し続けているのとは対

照的に、増加している。 

虐待を受けた児が未熟児 1 であった場合には、単に胎

外生活に適応する成熟度に達していないというだけでな

く医療を要する疾患を抱え、育児困難になることが多い

ことが先行研究で示されている 4)。さらに疾患により、

NICUに入院するため母子分離期間があり、母親がネガ

ティブな感情を抱きやすく、育児行動に影響を及ぼすこ

とが考えられる。 

平成24（2012）年の母子保健法改正に伴い、低出生体

重児の届出、未熟児養育医療の申請について、従来保健

所が担っていたものが市区町村に移譲され、低出生体重

児出生に伴う“未熟児訪問指導”は、平成25（2013）年

度から市区町村の保健師が主体的に行うこととなった。

未熟児は児童虐待の要因の一つと報告 5)されているが、

妊娠届出から、未熟児訪問指導、乳幼児健診と一貫した

指導体制がとられるようになったため、児童虐待予防に

ついて市区町村保健師の力量に期待が寄せられている。

児童虐待相談対応件数の中で被虐待者の年齢別対応件数

について、就学前の乳幼児が45%以上と高い割合を占め

ており 6)、児童虐待予防について市区町村保健師の果た

す役割に求められる期待は高くなっている。 

未熟児訪問指導等の保健師の家庭訪問は、通常単独で

実施されることがほとんどである。保健師は、家庭訪問

場面においても、アセスメント力が求められる。 

児童虐待予防支援では予防の観点から対象児、養育

者、養育家庭、養育環境を早期にアセスメントしていく

必要がある。

 

看護におけるアセスメントとは、対象の健康状態を把

握するうえで必要となるデータの収集・分析という過程

を経て、健康上の問題（＝看護上の問題）の有無または

支援の必要性の有無についての結論を導くことである。

顕在する問題があるとアセスメントされたときには、そ

の問題を引き起こしている因子（関連因子）を推論し、

顕在する問題がないとアセスメントされたときには、潜

在する問題の有無をアセスメントし、その問題を引き起

こす因子（危険因子）を特定し、問題の構造を明らかに

した上で結論を導く 7)。従って、アセスメントにより、

支援内容が全く異なってしまうと言っても過言ではな

い。顕在化した問題、潜在化した問題をアセスメントで

きるか否かは児童虐待予防支援において、大きな分かれ

道につながると考える。しかし、未熟児訪問指導に携わ

る市区町村保健師のアセスメントについて、研究はほと

んど行われていない。 

保健師の経験年数によりアセスメントについて、未熟

児家庭訪問において児童虐待を察知する際に重要と考え

るアセスメント項目に違いがあるのではないかと考えた。 

 

1.2 研究目的 

本研究では、未熟児家庭訪問に携わる市区町村保健師

が、児童虐待予防のために養育者への支援の必要性を見

極めるために、アセスメントの段階でどのような情報を

重要視しているのか、保健師経験 5 年以下の新任保健師

と 6 年以降の保健師を比較し、重要視しているアセスメ

ント項目の違いを明らかにすることを目的とする。 

 

1.3 研究の意義 

未熟児家庭訪問に携わる市区町村保健師の虐待予防の

ためのアセスメントについて、何を重要視してアセスメ

ントをしているのかを明らかにすることは、今後の児童

福祉行政及び保健師の地区活動に寄与するものである。 

重要視する情報の経験年数での違いが明らかになるこ

とで、新任保健師への教育内容を検討することができ、児

童虐待の早期発見・予防としての現任教育の向上に寄与

できる。 

 

2. 研究方法 

2.1 研究デザイン 

観察研究（質問紙調査）である。 

 

2.2 用語の操作的定義 

2.2.1 未熟児家庭訪問 

未熟児家庭訪問とは、養育上必要と認められた未熟児

について、保健師がその家庭を訪問して、必要な指導を行

うこととした。 

 

1未熟児とは、新生児の 4 分類である“出生体重”“在

胎週数”“臨床所見”“在胎週数と出生体重の両者” 

によるもののうち“臨床所見” による分類に属し、胎

外生活に適応するのに十分な成熟度に達していない未

熟徴候を備えた児のことである 3）。 
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2.2.2 アセスメント 

アセスメントとは、目的的データ収集に基づき、児童虐

待を察知するためのデータ収集を行い、分析し、虐待の有

無、支援の必要性を導くこととした。 

 

2.2.3 新任保健師 

新任保健師とは、保健師経験年数が5年以下の保健師

とした。 

 

2.3 研究対象者 

対象者は、2019年の出生率が全国平均並びにA県の

人口千対7.08)と同様のA県B市の正規保健師43人であ

る。 

 

2.4 データ収集方法 

本研究の実施に際し、B市の保健分野、福祉分野の長に

趣旨や倫理的配慮について説明し研究協力を依頼し承諾

を得た。質問紙は、依頼文とともに保健師全体を統括する

保健師に配布、回収袋の設置を依頼した。 

 

2.5 質問紙調査項目 

先行文献 5, 9)を参考に、児童虐待について①子どもの要

因として＜対象児の成長＞＜対象児の精神・運動発達＞

＜対象児の医療依存度＞、②養育者の要因として＜母親

の年齢＞＜母親の抑うつ度＞＜親の知的、精神的問題＞

＜親の被虐待経験＞、③家族の要因として＜祖父母、対象

児の兄弟の情報＞＜家庭の経済状況＞＜夫婦関係（DV等）

＞＜家庭の育児環境（清潔、整頓等）＞とした。医療依存

度を知るために＜助産師との連携＞＜医療機関（NICU、

GCU）との連携＞について追加し、さらに予備的知識を

知るため＜他の都道府県の情報（文献等）＞を入れた。以

上の項目が未熟児訪問指導時に児童虐待を察知するため

のアセスメントに関して、どの程度重要と考えるかを［1：

まったく重要でない、2：あまり重要でない、3：どちらと

も言えない、4：やや重要である、5：非常に重要である］

の 5件法で尋ねた。 

 

2.6 データ収集期間 

2020年 10月～2020年 12月 

 

2.7 データ分析方法 

保健師経験年数により5年以下（1群）と、6年以上（2

群）に分類した。未熟児家庭訪問時に虐待を察知するため

の 14項目のアセスメントに関して、どの程度重要と考え

るかを２群間で Mann-Whitney の U 検定を用いて解析し

た。有意確率5%未満を有意差ありとした。なお、ペアワ

イズ削除による欠損値処理を行った。 

 

2.8 倫理的配慮 

対象者には、本研究の趣旨、研究参加の任意性、匿名性

の確保など情報の保護について文書を用いて説明した。

回答用紙チェック欄にチェックすることをもって、承諾

を得た。本研究は、山梨大学医学部倫理審査委員会による

承認（No. 2213）を得て実施した。 

 

3. 結果 

B 市正規保健師 43 人のうち、回答が得られた 41 人に

ついて分析した。回収率は95%であった。 

 

3.1 分析対象者の経験年数 

分析対象者41人の経験年数を表 1に示す。表1のと

おり保健師の経験年数は、5年以下が9人、6年以上が

32 人、平均経験年数が19.27年であった。 

保健師経験年数5年以下9人の内訳は、1年未満2人

（22.2%）、1年以上2年未満3 人（33.3%）、2年以上 3

年未満3人（33.3%）、3年以上 4年未満1人（11.1%）

であった。一方、保健師経験年数6年以上 32人の内訳

は、6年以上 10年未満2人（6.3%）、10年以上20年未

満 8人（25.0%）、20年以上30 年未満14人（43.8%）、

30 年以上8人（25.0%）であった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3.2 保健師経験年数によるアセスメント項目の群間の

差 

保健師経験5年以下の群（1群）と保健師経験6年以

上の群（2群）の2群間で、Mann-WhitneyのU検定を

用いて検討した。結果を表2に示す。 

表 2のとおり未熟児訪問指導時に児童虐待を察知する

ためのアセスメント14項目において、＜母親の抑うつ

度＞ に有意差が示された（p＝.010）。 

 

表 1 保健師の経験年数(n=41) 

保健師経験年数 ｎ(人)＝9 ％ 

5 年以下 9 22 

1 年未満 2  

1 年以上 2 年未満 3  

2 年以上 3 年未満 3  

3 年以上 4 年未満 1   

保健師経験年数 ｎ(人)＝32 ％ 

6 年以上 32 78 

6 年以上 10 年未満 2   

10 年以上 20 年未満 8  

20 年以上 30 年未満 14  

30 年以上 8   
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4. 考察 

Mann-WhitneyのU検定の結果、有意差があった“母

親の抑うつ度”について、経験 6年以上の保健師が、な

ぜ未熟児家庭訪問時にアセスメント項目として重要と考

えていたのかを考察していく。 

 

4.1 保健師経験 6年以上の保健師がなぜ“母親の抑うつ

度”をアセスメント項目として重要と考えていたのか 

平成25（2013）年に、“子ども虐待対応の手引”の改

正 5)が行われ、市区町村の役割として、児童虐待の発生

予防について、子どもが生活する身近な地域で行われる

ことが基本であり、市区町村の子育て支援資源を十分に

活用することがうたわれた。市区町村で実施する子育て

支援事業は、児童虐待の予防につながるものであり、児

童虐待予防の視点で住民サービスの内容が示された。 

住民サービスの展開にあたり先行研究 10）によると、

経験年数6年以上の保健師は「家族の健康問題」を観

察・アセスメントし、「家族の育児協力体制を整える」

「具体的な家事の手順を教える」「これまでのエピソー

ドから対象の行動を予測し」自ら下した過去のアセスメ

ントと比較し、状況の差異を認識し 11)、支援を実施して

いた。 

すなわち、今まで行ってきた新生児家庭訪問の経験か

ら母親の抑うつについて、その後の経過について予測

し、支援を組み立てることを行っていたので“母親の抑

うつ度”をアセスメント項目として重要と考えていたと

推察される。 

 

 

4.2 新任保健師の抱える困難と経験 6 年以上の保健師

が実施している予防的支援 

母親の抑うつに影響を与える要因は、“育児困難感が高

い”“育児支援者なし”、ということが報告されている 12)。

育児放棄経験ありの母親のうち、58.6%にうつ傾向があっ

た 13)ことが明らかにされている。 

新任保健師の、就業4か月時から12か月時の家庭訪問

能力について、有意な変化がなかった項目として、“アセ

スメントの情報を関連づけた総合的な判断”、“訪問場面

の健康課題の特性と優先性の判断”があった 14)。また“業

務を実施する際の知識や技術不足を感じる”、“個別支援

のむずかしさがある”という困難さを抱えており、“その

場に応じたアセスメントや対応が難しい”ことが報告 15）

されている。 

すなわち、新任保健師は知識や技術の不足を感じてお

り、訪問場面での健康課題の特性と優先性のアセスメン

トが難しいという困難を抱えており、さまざまな情報を

組み合わせての総合的、統合しての判断が十分にできか

ねる状況があると推察される。 

経験年数10年目以上の保健師は、家庭訪問において生

活の中に入り、母親の話を多角的に十分聴くことにより、

母親を受け止め、具体的な暮らしぶりや育児のようすを

把握し、育児を一緒に行い、母親のそばで見聞きすること

により、困りごとやニーズを引き出すことをしていた 16)。

また、家族内の家族成員の関係性、夫・祖父母との関係を

捉え、家庭内での調整が可能かどうかのアセスメントを

行い、家庭外からの支援も必要であると結論づいた場合
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は、民生委員及び保育士などと虐待リスクを共有し連携

を考え、養育家庭訪問事業、保育園の利用等々について提

案し、使用できる資源をあらゆる角度から検討し、対象に

適した支援を行っていた 17)。 

すなわち、経験6年以上の保健師は“母親の抑うつ度”

をアセスメントすることにより、抑うつの影響因子であ

る“育児困難感”“育児支援者なし”を解消する支援につ

なげ、それらを解消することにより、児童虐待予防を行っ

ていたと考える。 

新任保健師への支援・教育について、“母親の抑うつ度”

をアセスメントすることの重要性を教育していく必要が

あり、抑うつについてのアセスメントが行えることが児

童虐待の察知、予防的支援につながると考える。 

 

5. 結論 

本研究は未熟児家庭訪問に携わる市区町村保健師が、

児童虐待予防のために養育者への支援の必要性を見極め

るために、重要視しているアセスメント項目について、

経験5年以下の新任保健師と6年以上の保健師で比較検

討した。 

その結果、“母親の抑うつ度”について有意差が示さ

れた。結果から、経験6年以上の保健師は、状況を全体

として捉え実践的経験から観察により児童虐待に移行す

る変化を察知し、過去の経験と照らし合わせ比較し将来

起こりうることを予測しアセスメントしており、“母親

の抑うつ度”をアセスメント項目として重要と考えてい

た。母親の抑うつを早期に見いだし、抑うつへの影響因

子である育児困難感、育児支援者がいない状況を解消す

る支援は、児童虐待予防につながると言える。 

新任保健師教育においては、児童虐待の早期発見・予

防を目的として“母親の抑うつ度”をアセスメントする

ことの重要性を示す必要がある。さらに抑うつに関する

アセスメントを適切に行える支援・教育体制を構築する

ことは、児童虐待予防の視点から重要であると考える。 

 

6. 本研究の限界と課題 

本研究は、一つの市を対象としており、回答数が41

であり本結果を一般化することはできない。 

本研究では、“母親の抑うつ度”について、保健師経験

6 年以上の群は、アセスメント項目として重要視していた

が、その項目を重要視しアセスメントしたことが、児童虐

待予防につながっているのかどうかの研究を実施してい

く必要がある。 
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高齢期の排泄機能に関する静岡市民 QOL実態の把握 

――通いの場に通う高齢者の尿排泄課題及び相談先等の実態について―― 

 

A Quality of Life Survey on Excretion Function in elderly people of Shizuoka city 

 

砂川 陽一 1) 岩崎 祐子 1,2)澤井 美佳 3)刀坂 泰史 1) 森本 達也 1,4)  
1) 静岡県立大学薬学部分子病態学分野 2) 愛知淑徳大学食健康科学部 

3) 静岡市地域リハビリテーション推進センター 4) 東邦大学医学部薬理学講座 

 
抄 録 目的：高齢期の尿排泄機能は加齢と共に低下するが、医療機関への相談は少ないのが現状である。本研

究では、静岡市の「通いの場」に通う比較的元気な高齢者を対象に、その尿排泄課題の実態と相談等の対処を

把握するために調査を行った。 

方法・結果：令和元年11月に静岡市内の介護予防体操に参加する高齢住民を対象に調査を行った。調査は無記名

とし、内容はCLSS・KHQ尺度、通院状況、相談先とした。その結果、尿排泄症状において、「夜間頻尿」「切

迫性尿意」「尿勢減弱」「腹圧排尿」「残尿感」は男性で多かった。「切迫性尿失禁」「腹圧性尿失禁」が女性の方

が多かった。医師へ相談は女性に比べ男性が有意に高かった。 

結論：本研究対象者は介護予防体操に取り組んでいる高齢者であるが、多くの方が尿排泄課題を保有しており、

その内容に男女差がみられた。医師への相談割合にも男女差があった。この研究を踏まえた上で、今後QOL低

下防止のための対策等が必要である。 

 

キーワード: 高齢者、排泄ケア、生活の質、静岡市 

 

Abstract  Purpose : Although urinary excretion function declines with aging, few people consult medical institutions about this 

problem. In this study, we investigated the actual urinary excretion problems of relatively healthy elderly people using Core 

Lower Urinary Tract Symptom Score, King's Health Questionnaire, medical consultation status, and consultation destinations. 

Methods and Results : The subjects were 825 women and men aged 60 to 80 who attended community centers in Shizuoka City 

in November 2019. As a result, in urinary symptoms, the severity of “nocturia”, “urgency”, “weak urine stream”, “abdominal 

pressure urination”, and “residual urine sensation” was higher in men. “Urge incontinence” and “stress incontinence” were 

more common in women. Consultation with a physician was significantly higher in men than in women. 

Conclusion : Many of the elderly people who attended community centers had urinary problems. There were sex differences in 

these problems and in consulting a doctor. Based on these findings, it is necessary to take action to prevent a decline in quality of 

life. 

 

Key words: urinary excretion function, QOL, Shizuoka City, healthy elderly people 
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1. 序論 

高齢者においては、尿失禁、便失禁、便秘、排尿困

難といった排泄障害の発症頻度が極めて高いとされて

いる 1)。その要因は多岐に渡っており、排泄機能その

ものの障害に加え、フレイルによる筋力の低下、脳血

管疾患の後遺症や認知症、神経因性のものなどが挙げ

られている 1)。近年、排泄機能障害に対する治療が進

歩したことにより、適切な治療によって改善が可能な

排泄障害が増加している。また、治療だけでなく、適

切なケアを行うことで排泄障害の改善が期待でき、高

齢者の生活の質（QOL）の向上につながるとされてい

る 2)。しかしながら、排泄障害を抱える高齢者が自ら

医療機関を受診し、治療を受ける例は多くない 3)。 

田尻らが中高年女性に対して行った排尿機能に関す

る調査によると、約6割近くの中高年女性が尿失禁を

経験していることが判明した 4)。末永らが行った尿失

禁の調査研究によると、中高年女性の51.6%が尿失禁

の経験があり、そのうち63.2%の方が尿失禁に対して

対処していない現状を報告した 5)。加齢によって引き

起こされる骨盤底筋群の弱まりは、尿漏れや頻尿とい

った症状から精神的なダメージを与え、高齢者の外出

意欲を低下させ社会参加の阻害要因となるだけでな

く、本人の生活の質を著しく低下させていく可能性が

高く、QOLの向上のためには、排尿障害に対する十分

なアセスメントや適切な支援を受ける機会を高齢者に

設けることが重要と考えられる。そこで、本研究では

地域の「通いの場」に通う比較的元気な高齢者を対象

に、その尿排泄課題や課題への相談等の住民の対処の

状況を把握することを目的とし、調査を行った。 

「通いの場」は、厚生労働省における介護予防活動普

及展開事業として位置づけられており、高齢者に対す

るポピュレーションアプローチとして、高齢者が容易

に通えるような地域の公民館等を会場とし、住民主体

で展開し、後期高齢者や要支援者が行えるレベルの体

操などを継続的に行う場として、全国の市区町村にお

いて進められている 6)。今回は、継続的に市民向け体

操（しぞ～かでん伝体操等）を開発・普及を行うこと

で、住民を支援している静岡市の協力を仰ぎ、その通

いの場に参加する参加者を対象とすることとした。

2. 研究方法 

2.1 調査対象 

本アンケート調査は静岡県立大学の研究倫理審査委

員会で審査し、許可を得た後に実施した（US1-51）。

静岡市の通いの場として「しぞ～かでん伝体操」（登

録対象者数3,553人（令和元年11月末現在））のう

ち、令和元年11月に実施される実施会場155会場中

52会場を選定した。その選定は、市内区ごと、運営形

態別（オープンスペース、自主グループの運営）ごと

とし、調査員が各会場に出向き１か月内に回収できる

最大限である1,000名を対象者数とし、これを回収で

きるような会場を選定した。 

 

2.2 調査方法 

対象会場に調査員が出向き、調査の概要を説明しな

がら、調査票を配布し、無記名自記式にて回答への協

力を依頼し、原則その場で回収することとし、希望者

には、郵送にて返送、若しくは次回の体操時に回収す

ることとした。 

 

2.3 調査項目 

質問項目は、対象者の年齢、性別、尿排泄に関する

症状の有無や程度（Core Lower Urinary Tract Symptom 

Score: CLSS）、尿排泄に関する情報の収集先、予防に

関すること（骨盤底筋体操、教室に関すること）、通

院状況、尿排泄に関するQOL（King’s Health 

Questionnaire: KHQ）より仕事や家事の制限、社会活動

の制限、重症度評価等の項目等を使用）、相談先とし

た。 

 

2.4 分析方法 

すべての設問について回答数を算出し、回答数に対

して選択肢毎に%を算出した。また、男女別年代

（60・70歳代、80歳代の2カテゴリー）に分け、選

択肢毎に%を算出した。男女間、年代間での比較はχ

二乗検定、フィッシャーの正確確率検定を用いた。検

定結果は、5%を有意水準として判断した。KHQ調査

項目に基づくQOLの点数は、０～１００点のスコア
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表1 分析対象者の属性 

 

を算出し、医師への相談の有無の違いをｔ検定にて平

均値を比較した。 

 

3. 結果 

3.1 調査票の回収状況 

しぞ～かでん伝体操実施会場52会場にて、1,148人

に調査票を配布し、1,066人より回収した（回収率

92.9％）。そのうち、解析のための情報に不備がない

60～80歳代の825名を分析対象とした。年代構成、通

院頻度・状況、CLSS尺度による排泄課題の有無につ

いて表1に示す。男性107名、女性718名と女性の割

合が多いが、年代層、通院頻度に男女間で差は認めら

れなかった。一方、排尿課題による通院は男性の方で

有意に高かった。 

 

3.2 尿排泄課題の現状 

CLSS尺度は0～3点の4段階のスケールのため、10

個の症状を合算し、その点数で男女の違いの分布を表

2に示した。それぞれの尿排泄の症状ごとに確認する

と、男性は、女性に比べ、「夜間頻尿」「尿意切迫感」

「尿勢減弱」「腹圧排尿」「残尿感」の程度が該当以上

の者が多く、一方女性は、「腹圧性尿失禁」が多かっ

た。男女年代別（60・70歳代、80歳代の2カテゴリ

ー）では、女性は「昼間頻尿」については年代が高い

ほうが該当する割合が低く、一方、「夜間頻尿」、「切

迫性尿失禁」、「尿勢減弱」、「腹圧排尿」、「残尿感」

は、年代が高い方が増えていた。男性では、年代によ

る違いは統計的には見られなかったが、女性と同じ傾

向が見られた。 

 

3.3 尿排泄課題の現状 

排尿に関するQOLをKHQ質問票にて把握した結果

を年代別、性別に比較した結果を表3に示した。男女

間で違いがみられたのは、尿パッドの使用割合で、女

性の方で有意に高かった。それ以外に項目では性差は

認められなかった。男女年代別尿排泄に関するQOL

の程度では、男性は、年代による違いは見られなかっ

た。女性は、尿パッドの使用、水分摂取について、年

代が高いほうの割合が有意に高かった。 
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表2 性別年代カテゴリー別尿排泄関連症状 

 

表3 性別年代カテゴリー別尿排泄 

 

表4 医師への相談有無別QOL比較 

男女間
60・70歳代 80歳代 p値 60・70歳代 80歳代 p値 p値

朝起きてから寝るまでの排尿回数（10回以上） 25.0% 21.7% 0.433 20.6% 14.0% 0.021 0.135

就寝途中で起きて、排尿した回数（2回以上） 54.4% 65.2% 0.170 31.8% 46.0% <0.001 <0.001

我慢できないくらい尿がしたくなる（時々、いつも） 23.5% 28.3% 0.361 15.5% 15.3% 0.522 0.013

我慢できず、尿が漏れる（時々、いつも） 4.4% 6.5% 0.463 3.9% 8.4% 0.013 0.582

咳･くしゃみ・運動の時に尿が漏れる（時々、いつも） 0.0% 2.2% 0.404 7.3% 7.9% 0.441 0.002

尿の勢いが弱い（時々、いつも） 38.2% 43.5% 0.357 19.1% 32.7% <0.001 <0.001

尿をする時に、お腹に力を入れる（時々、いつも） 19.1% 19.6% 0.568 6.6% 12.1% 0.011 0.001

尿をした後に、まだ残っている感じがする（時々、いつも） 19.1% 23.9% 0.349 3.6% 8.8% 0.004 <0.001

排尿時に膀胱に痛みがある（時々、いつも） 1.5% 0.0% 0.596 0.2% 0.9% 0.200 0.445

排尿時に尿道に痛みがある（時々、いつも） 1.5% 0.0% 0.596 0.6% 0.9% 0.445 0.586

母集団は男性114人、女性749人であり、質問に対し該当した回答をした者の割合を示した。＊：排尿回数に関する2項目は、質問項目に記載のとおり。それ以外
の質問は、4件法にて「時々」「いつも」と回答したもの。**：χ二乗検定結果

表2　性別年代カテゴリー別尿排泄関連症状

質問項目（回答された選択肢）
男性 女性

男女間

60・70歳代 80歳代 p値 60・70歳代 80歳代 p値 p値**

家庭の仕事をするのに影響がある 0.0% 4.3% 0.168 1.7% 3.7% 0.084 0.510

仕事や自宅外での日常での活動に影響がある 4.5% 6.4% 0.482 1.7% 3.2% 0.147 0.066

身体を動かすことに影響がある 1.5% 8.5% 0.092 1.7% 1.4% 0.528 0.068

世間的な付き合いに影響がある 1.5% 0.0% 0.588 1.7% 1.8% 0.544 0.412

友人に会ったり、訪ねたりするのに影響がある 3.0% 0.0% 0.343 0.7% 1.4% 0.327 0.352

家族との生活に影響がある 0.0% 0.0% 1.000 0.8% 1.0% 0.538 0.420

尿パッドを使ったか 3.0% 4.3% 0.548 9.7% 16.6% 0.007 0.002

水分摂取に注意したか 10.4% 14.9% 0.333 9.0% 18.9% <0.001 0.347

下着が濡れたので、取り替えなければならないことがあったか 0.0% 4.3% 0.168 0.6% 0.5% 0.672 0.191

臭いがしたらどうしようかと心配だったか 1.5% 0.0% 0.588 1.5% 0.5% 0.215 0.596

排尿の問題のために恥ずかしい思いをしたか 1.5% 0.0% 0.588 0.6% 0.5% 0.672 0.519

表3　性別年代カテゴリー別尿排泄関連QOL

質問項目
男性 女性

母集団は男性114人、女性749人であり、質問に対し該当した回答をした者の割合を示した。　＊：質問は4件法であり、そのうち「中くらい」「とても」もしくは「よく
ある」「いつもある」と回答したもの**：χ二乗検定結果
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表5 排尿問題について、相談したい相手 

表6 男女別尿排泄に関する症状がある際の医師への相談する割合 

 

3.4 QOL低下と医師への相談への関係 

KHQの調査項目として、本研究では質問項目より

①仕事・家事の制限、②社会的活動、③重症度評価に

関するQOLのスコア及び自己健康感の点数を、医師

へ相談の有無別に比較した結果を表4に示した。男性

の場合、医師への相談と、症状に関するQOLの間に

有意な差は見られなかった。女性の場合では、医師に

相談する者の方が、仕事や家事の制限に関するQOL

点数が有意に高かった。また、統計的には有意な差は

みられなかったが、社会的活動の制限に関するQOL

も医師の相談がある者の方が低い結果であった。一

方、尿パッドの使用や水分制限、恥ずかしい思いなど

の項目より計算する自覚的重症度のスコアは、医師相

談に影響を与えていなかった。 

 

3.5 尿排泄課題に関する相談先 

尿排泄に課題が生じた場合の相談相手について、男

女別にまとめた（表5）。男女ともに、「人には相談し

ない」が5%ほどであった。また、男性の場合、相談

相手は医療職（60.0%）、次いで家族（27.3%）であっ

た。女性では、医療職（41.3%）、家族（29.7%）に加

ヒトには相談
しない

医療職 家族 知人・友人 その他 合計

度数 6 66 30 7 1 110

% 5.5% 60.0% 27.3% 6.4% 0.9% 100%

度数 41 314 215 145 9 724

% 5.7% 43.40% 29.7% 20.0% 1.2% 100%

度数 47 380 245 154 10 834

% 5.6% 45.6% 29.4% 18.2% 1.2% 100%

女性

男性

合計

11
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えて、知人・友人（20.0%）が主要な相談相手であっ

た。 

 

3.6 尿排泄に関する症状と医師への相談の有無 

排尿の問題に関して1つでも症状がある者の中で医

師へ相談した経験がある割合は、男性は30.1%、女性

は14.4%であった。各症状別に相談した者の割合を表

6に示した。女性は、該当者が少ない膀胱や尿道の痛

みの症状を除くほとんどの症状で医師への相談につな

がっていた。一方、男性は、尿が我慢できない、勢い

が弱い、残尿感といった症状で医師に相談していた。 

 

4. 考察 

今回は、静岡市の「通いの場」参加者を対象とし

て、尿排泄に関する課題の実態や相談先、QOLについ

て現状を把握した。「通いの場」には、ほとんどの参

加者が自転車や徒歩など、自分で通うことができる身

体状況の人々である。調査を行った結果、通院や医師

への相談をしていなくとも、尿排泄に関する課題を抱

えていることが判明した。例えば、主要尿路下部症状

スコア（CLSS）により把握できた主観的な症状につ

いて、10の症状全てに「ない」状態を示す選択肢を選

んだ者は、分析対象者の中の3％であり、それ以外の

97％の者は、何らかの症状を軽度であっても保有する

と感じている可能性がある（data not shown）。また、

症状は男女で特徴が異なっており、女性は腹圧性尿失

禁が多く、一方男性では、夜間頻尿、切迫性尿意など

の課題を抱えている現状が明らかとなった。また、女

性においては、加齢とともにいくつかの症状の認識は

増加している結果となった。ただし、今回の調査で用

いたCLSSは、特定の疾患・状態を対象としたもので

はなく、臨床の場では初診を含めた診断が確定してい

ない段階での基本評価用としての有用性が報告されて

おり 7)、あくまでも住民自らがかかえる悩みとして捉

えることが妥当と思われる。 

尿排泄課題より影響を受けやすい生活に関するQOL

を、今回KHQ健康質問票を用いて把握した。結果と

して女性では加齢とともに、尿パッドの利用や水分摂

取の制限が増えているものの、「仕事や家事への制

限」や「社会的活動への制限」では年齢の影響がなか

った。伊藤らの泌尿器科外来に通院する女性を対象と

した調査では、「重症度」においては、60歳未満が60

歳以上より有意に高い結果となっており、本研究とは

逆の結果となっている 8)。これは、通院によるセレク

ションバイアスが考えられ、若くして通院するほどの

症状があると考えられる。本邦における下部尿路症状

における性別・年齢別頻度によれば、尿パッドは欲し

くなる切迫性尿失禁などは、加齢とともにその頻度は

増加することが報告されており、加齢とともに症状が

改善するわけではない 7)。本研究のように通院してい

ない住民が9割を超える今回の結果では、年齢と共に

尿パッドの利用や水分摂取を気にするようになること

が想定でき、尿排泄課題があっても、医療からの報告

との違いが伺えた。 

では現実として、治療や相談にどのようにつながっ

ているだろうか。道川らが行った排泄障害の調査研究

では、女性の16.5％が誰にも相談しないとあった 9)。

本研究にて「排尿問題があった場合の相談相手」につ

いて検討したところ、相談したい相手は男女とも医療

機関が最も多く、次に家族であった。また、女性に

は、家族の次に友人知人に相談する割合が男性より高

かった。この傾向は道川らの調査でも同様であった

9)。そして、本研究では、誰にも相談しない者が男女

とも5％程度いる現状も把握することができた。実際

症状があった者のうち相談した経験がある者の割合で

は、男性は30.1%であり、女性は14.4％と男性の半分

であった。また、相談をしたい相手として医療職を選

択した者が、男性は60.0%、女性は41.3%であった。

つまり、相談相手として期待していたとしても、実際

症状がある場合での医療職への相談は、限られている

という現状が今後の課題と思われる。 

医師への相談の有無とQOLの関係性を検討したと

ころ、女性に関しては「仕事・家事の制限」、すなわ

ち家庭や自宅外での日常的な活動への影響がある者

の、医師への相談の割合が高い結果となり、尿排泄の

症状では、該当者が少ない膀胱や尿道の痛みの症状を

除くほとんどの症状で、割合は男性より低いものの、

症状があれば医師相談につながっており、社会生活へ

の影響が通院につながることが伺えた。一方、男性は

切迫性尿意や尿勢減弱、残尿感以外の、例えば昼や夜
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の頻尿や切迫性失禁、腹圧排尿のような症状や、女性

では通院に影響を与える仕事や家事の制限が生じる状

況であっても、医師への相談につながらないことが推

測される。適切な相談の場、医療の機会を提供できる

ことを考えると、症状があっても、生活の支障があっ

ても医療機関につながらないことに対しては、「どの

ような尿排泄の症状があったら医療機関に相談すると

よい」かがわかるよう、行政では例えば市の広報誌に

も掲載し、広く周知する等の情報提供が必要と考えら

れる。女性に関しては、医療機関や家族以外に、友人

知人への相談をするものが多いため、例えば、予防体

操参加者であれば、体操後の時間を利用して、数人の

ピアグループでの予防体操や必要な情報を伝えること

ができる機会を設ける等の工夫をすることが有効であ

ると考えられる。 

調査対象者は、回収率や回答率の高さが示すよう

に、この調査に対し非常に協力的である関心の高い層

であると考えられる。実際、この体操の認知度は、静

岡市全体では数％であり、予防教室参加者以外が大多

数であることに十分留意し、将来的には幅広い普及啓

発へのきっかけとなるよう進められることを期待した

い。 
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